
（平成14年3月期  中間個別決算説明資料）

株式会社  東北銀行

比 較 中 間 貸 借 対 照 表

（単位:百万円）

平 成 13 年平 成 12 年 比     較 平成12年度末 比     較

中間期末 (A) 中間期末(B) （A－B） （要約）（C） （A－C）

19,862 14,731 5,131 20,724 △ 862

38,617 35,657 2,960 27,105 11,512

－ 5,000 △ 5,000 5,000 △ 5,000

0 0 0 1 △ 1

82 207 △ 125 218 △ 136

97,661 85,030 12,631 81,138 16,523

438,255 452,553 △ 14,298 456,941 △ 18,686

93 58 35 46 47

2,133 2,535 △ 402 2,642 △ 509

9,046 9,048 △ 2 9,039 7

6,727 2,993 3,734 4,517 2,210

18,634 20,242 △ 1,608 20,325 △ 1,691

△ 15,800 △ 8,227 △ 7,573 △ 11,644 △ 4,156

615,315 619,831 △ 4,516 616,057 △ 742

568,834 567,364 1,470 565,317 3,517

270 200 70 － 270

－ 648 △ 648 495 △ 495

1,502 1,503 △ 1 1,503 △ 1

0 2 △ 2 3 △ 3

700 700 0 700 0

4,016 3,287 729 3,715 301

1,602 1,483 119 1,582 20

1,228 1,228 0 1,228 0

18,634 20,242 △ 1,608 20,325 △ 1,691

596,789 596,660 129 594,871 1,918

6,000 6,000 0 6,000 0

5,407 5,329 78 5,368 39

1,767 1,767 0 1,767 0

4,937 9,521 △ 4,584 7,205 △ 2,268

6,223 8,423 △ 2,200 8,423 △ 2,200

△ 1,285 1,098 △ 2,383 △ 1,217 △ 68

中間(当期)利益 △ 2,036 308 △ 2,344 △ 1,776 △ 260
(△は中間(当期)損失)

414 552 △ 138 844 △ 430

△ 0 △ 0 △ 0

18,526 23,171 △ 4,645 21,185 △ 2,659

615,315 619,831 △ 4,516 616,057 △ 742

資 本 の 部 合 計

科              目

（資産の部）

(負債の部)

(資本の部)

そ の 他 負 債

退 職 給 付 引 当 金

預 金

社 債

現 金 預 け 金

資 産 の 部 合 計

(2)

再評価に係る繰延税金負債

負債及び資本の部合計

中間(当期)未処分利益

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

資 本 金

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

外 国 為 替

そ の 他 資 産

再 評 価 差 額 金

剰 余 金

貸 倒 引 当 金

コ ー ル マ ネ ー

法 定 準 備 金

動 産 不 動 産

譲 渡 性 預 金

コ ー ル ロ ー ン

商 品 有 価 証 券

有 価 証 券

買 入 手 形

買 入 金 銭 債 権

支 払 承 諾 見 返

借 用 金

(△は中間(当期)未処理損失)

貸 出 金

外 国 為 替

繰 延 税 金 資 産

任 意 積 立 金



（平成14年3月期  中間個別決算説明資料）
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（単位：百万円）

平 成 13 年 平 成 12 年 比 較 平成12年度

中間期（A） 中間期（B） （A－B） （ 要 約 ）

8,565 8,613 △ 48 17,455

資 金 運 用 収 益 6,908 7,289 △ 381 14,713

( う ち貸出金利息 ) （ 5,978 ） （ 6,125 ）（ △ 147 ） （ 12,289 ）

(うち有価証券利息配当金) （ 661 ） （ 739 ）（ △ 78 ） （ 1,479 ）

役 務 取 引 等 収 益 846 787 59 1,603

そ の 他 業 務 収 益 730 48 682 259

そ の 他 経 常 収 益 80 487 △ 407 878

11,813 8,049 3,764 20,368

資 金 調 達 費 用 737 1,050 △ 313 2,173

( う ち 預 金 利 息 ) （ 406 ） （ 529 ）（ △ 123 ） （ 1,104 ）

役 務 取 引 等 費 用 353 329 24 669

そ の 他 業 務 費 用 674 1 673 110

営 業 経 費 5,297 5,414 △ 117 10,783

そ の 他 経 常 費 用 4,750 1,252 3,498 6,631

△ 3,247 564 △ 3,811 △ 2,912

0 0 0

13 42 △ 29 50

△ 3,261 522 △ 3,783 △ 2,962

685 285 400 613

△ 1,910 △ 72 △ 1,838 △ 1,799

△ 2,036 308 △ 2,344 △ 1,776

750 750 0 750

－ 38 △ 38 38

192

38

△ 1,285 1,098 △ 2,383 △ 1,217

比 較 中 間 損 益 計 算 書

科                目

中 間 配 当 額

利 益 準 備 金 積 立 額

特 別 損 失

税引前中間(当期)利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

（ △ は 経 常 損 失 ）

(△は税引前中間(当期)損失)

(3)

(△は中間(当期)未処理損失)

中 間 ( 当 期 ) 利 益

前 期 繰 越 利 益

退職慰労積立金取崩額

中間(当期)未処分利益

( △ は中 間 ( 当 期 ) 損 失 )



（平成14 年３月期　中間個別決算説明資料）

株式会社　東北銀行

注　記　事　項

（中間貸借対照表関係）

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。

３．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法人等株式

については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては中間期末日の市場価格等に基づ

く時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却

原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。

４．デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

５．動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）につ

いては定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。

　　建　物　　９年～３９年

　　動　産　　３年～２０年

　電子計算機の耐用年数については、従来６年としておりましたが、当中間期からパーソナルコンピューター（サーバ

ー用のものを除く）は４年、その他のものは５年に変更しております。この変更に伴い、経常損失、税引前中間損失は

それぞれ０百万円増加しております。

６．自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しております。

７．外貨建資産・負債については、中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。

　なお、従来、「銀行業において『新外為経理基準』を継続適用した場合の当面の監査上の取扱い」（日本公認会計士

協会平成12 年４月10日）に基づき、「新外為経理基準」を適用しておりましたが、当中間期から、「銀行業における

外貨建取引等の会計処理に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第

20 号）が適用される処理を除き、改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する

意見書」（企業会計審議会平成11年 10月22日））を適用しております。

８．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

　「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」

（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権につ

いては、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てております。破綻懸念先

債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額

のうち必要と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、

担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。

　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査

部署が査定結果を監査しており、その査定結果により上記の引当を行っております。

９．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。また、数理計算上の差異の費用処理方法は以下

のとおりであります。

　　数理計算上の差異　各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）による定額法により按分した

　　　　　　　　　　　額をそれぞれ発生の翌期から費用処理

　なお、会計基準変更時差異（６９３百万円）については、５年による按分額を費用処理することとし、当中間期にお

いては同按分額に12分の６を乗じた額を計上しております。

10．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に準じた会計処理によっております。

11．ヘッジ会計の方法は、貸出金・預金等の多数の金融資産・負債から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総

体で管理する、「マクロヘッジ」を実施しております。これは、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する当面

の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第15 号）に定められたリスク調整アプロ

ーチによるリスク管理であり、繰延ヘッジによる会計処理を行っております。また、リスク管理方針に定められた許容

リスク量の範囲内にリスク調整手段となるデリバティブのリスク量が収まっており、ヘッジ対象の金利リスクが減殺さ

れているかどうかを検証することにより、ヘッジの有効性を評価しております。当中間決算日現在、該当取引はありま

せん。

12．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　ただし、動産不動産に係る控除対象外消費税等は当中間期の費用に計上しております。

(4)
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　13．取締役及び監査役に対する金銭債権総額　　　　５１ 百万円
　14．動産不動産の減価償却累計額　　　　　　７，６０３ 百万円
　15．動産不動産の圧縮記帳額　　　　　　　　　　５３７ 百万円
　16．貸出金のうち、破綻先債権額は９，５３３百万円、延滞債権額は１８，６６７百万円であります。

　　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の

取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未

収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイからホ

までに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的

として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

　17．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は５１９百万円であります。

　　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先

債権及び延滞債権に該当しないものであります。

　18．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は１０，６９５百万円であります。

　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、

元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上

延滞債権に該当しないものであります。

　19．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は３９，４１６百万円でありま

　す。

　　なお、16．から19．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

20．手形割引により取得した商業手形の額面金額は、１３，６３０百万円であります。

21．担保に供している資産は次のとおりであります。

　　担保に供している資産

　　　有価証券　　　　　８２６百万円

　　担保資産に対応する債務

　　　預　　金　　　２，１１８百万円

　　上記のほか、為替決済、手形交換等の取引の担保として、有価証券３６，３８１百万円を差し入れております。

　　なお、動産不動産のうち保証金権利金は２９３百万円であります。

　22．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価

　差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控

除した金額を「再評価差額金」として資本の部に計上しております。

　　　再評価を行った年月日                        平成11年３月31日
　　　同法律第３条第３項に定める再評価の方法      土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第119号）第２条第４号に定める地価税法に基づいて、（奥行価格

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補正、側方路線影響加算、不整形地補正による補正等）合理的な調

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　整を行って算出。

　同法律第 10 条に定める再評価を行った事業用土地の当中間期末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後

の帳簿価額の合計額との差額　　　５３６百万円

　23．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金１，５００百万円が含

　まれております。

　24．社債は、劣後特約付社債であります。

　25．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「有価証券」のほか、「商品有価

　　証券」が含まれております。以下28．まで同様であります。

　　　売買目的有価証券

　　　　　　中間貸借対照表計上額　　　　　　　　　８２百万円

　　　　　　当中間期の損益に含まれた評価差額　　　△０百万円

　　　満期保有目的の債券で時価のあるもの

　　　　　　　中間貸借対照表　　　　　時　　価　　　　　差　　額

　　　　　　　　計　上　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　うち益　　　　　うち損

　　　　社　債　１，０００百万円　　１，０３０百万円　　　　３０百万円　　　３０百万円　　　　－百万円

　　　　その他　２，３３２　　　　　２，３７８　　　　　　　４５　　　　　　４５　　　　　　　－

　　　　合　計　３，３３２　　　　　３，４０８　　　　　　　７５　　　　　　７５　　　　　　　－

(5)
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　　　子会社・子法人等株式で時価のあるものはありません

　　　その他有価証券で時価のあるもの

　　　　　　　　　　　取得原価　　　　　中間貸借対照表　　　　評価差額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　上　額　　　　　　　　　　　　　　うち益　　　　　うち損

　　　　株　式　　　２，２２５百万円　　２，０７８百万円　　△１４６百万円　　　６６百万円　　２１２百万円

　　　　債　券　　６８，１７０　　　　６９，２３４　　　　１，０６３　　　１，１７５　　　　　１１１

　　　　　国　債　３３，６７４　　　　３４，１２６　　　　　　４５２　　　　　４７４　　　　　　２２

　　　　　地方債　　　　　９９　　　　　　　１０９　　　　　　　　９　　　　　　　９　　　　　　　－

　　　　　社　債　３４，３９６　　　　３４，９９８　　　　　　６０２　　　　　６９１　　　　　　８９

　　　　その他　　１２，１２６　　　　１１，９１１　　　　　△２１４　　　　　　４６　　　　　２６１

　　　　合　計　　８２，５２２　　　　８３，２２４　　　　　　７０２　　　１，２８８　　　　　５８５

　　　　　なお、上記の評価差額から繰延税金負債２８７百万円を差し引いた額４１４百万円が、「その他有価証券評価差

　　　　額金」に含まれております。

　　　　　当中間期において、その他有価証券で時価のある株式について１７８百万円減損処理を行っております。減損処

  理の基準については、時価額が帳簿価額の 30％以上下落した株式等としております。なお、この場合の時価は、
当中間期末日における市場価格等に基づいております。

　26．当中間期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　売却額　　　　　　　売却益　　　　　　売却損

　　　　　　　　　１６，８１２百万円　　　　７４６百万円　　　３４７百万円

　27．時価のない有価証券のうち、主なものの内容と中間貸借対照表計上額は、次のとおりであります。

　　　　　内　　　容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中間貸借対照表計上額

　　　子会社・子法人等株式

　　　　　　　　子会社・子法人等株式　　　　　　　　　　　　　　　０百万円

　　　その他有価証券

　　　　　　　　非上場株式等（店頭売買株式を除く）　　　１１，１０４百万円

　28．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定額は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　１年以内　　　　１年超５年以内　　５年超10年以内　　　　　　　10年超

　　　　債　券　　　１４，４５１百万円　３９，３８７百万円　１５，３３７百万円　　　　　　－百万円

　　　　　国　債　　　７，０１９　　　　１８，７１５　　　　　７，９１５　　　　　　　　　－

　　　　　地方債　　　　　　　－　　　　　　　　　－　　　　　　　１００　　　　　　　　　－

　　　　　社　債　　　７，４３２　　　　２０，６７２　　　　　７，３２２　　　　　　　　　－

　　　　その他　　　　２，９５８　　　　　　　４３８　　　　　１，０００　　　　　　　　　－

　　　　合　計　　　１７，４１０　　　　３９，８２６　　　　１６，３３７　　　　　　　　　－

　29．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上

規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契

約に係る融資未実行残高は、１１３，４１９百万円であります。このうち契約残存期間が１年以内のものが

１０３，０２１百万円あります。

　　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行

の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の

保全、その他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることがで

きる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、

契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の

措置等を講じております。

30．自己株式は、従来、「有価証券」に含めて計上しておりましたが、「銀行法施行規則の一部を改正する内閣府令」（平

成13 年10月５日付内閣府令第85号）附則第３項が規定されたことに伴い、当中間期より資本の部の末尾に「自己株

式」を設けて資本から控除する方法により表示しております。この方法により、従来の方法によった場合に比べ、資産

の部は１５６，０４３円、資本の部は１５６，０４３円それぞれ減少しております。

(6)
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（中間損益計算書関係）

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額４，２８５百万円を含んでおります。

リ　ー　ス　取　引　関　係

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額

　　　　　　　　　　　　　　　　当中間期（百万円）　　　　　　　　　　　　　　前中間期（百万円）

　　　　　　　　　　　　動　　産　　そ の 他　　合　　計　　　　　　　動　　産　　そ の 他　　合　　計

　取得価額相当額　　　　　　９３７　　　　　－　　　９３７　　　　　　　　８１１　　　　　－　　　８１１

　減価償却累計額相当額　　　４６７　　　　　－　　　４６７　　　　　　　　３５２　　　　　－　　　３５２

　中間期末残高相当額　　　　４７０　　　　　－　　　４７０　　　　　　　　４５９　　　　　－　　　４５９

　(2)未経過リース料中間期末残高相当額

　　　　　　　　　　　　　　　　　当中間期（百万円）　　　　　　　　　　　　　　前中間期（百万円）

　　　　　　　　　　　　　１ 年 内　　１ 年 超　　合　　計　　　　　　　１ 年 内　　１ 年 超　　合　　計

　　　　　　　　　　　　　　１７４　　　３１６　　　４９１　　　　　　　　１５０　　　３２５　　　４７６

　(3)当中間期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　　　　　　　　　　　　　　　　　当中間期（百万円）　　　　　　　　　　　　　　前中間期（百万円）

　　支払リース料　　　　　　　　　　　　　９７　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８９

　　減価償却費相当額　　　　　　　　　　　８４　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７８

　　支払利息相当額　　　　　　　　　　　　１１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２

　(4)減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　(5)利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期の配分方法については、利息法によ

　っております。

(7)
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Ⅰ　平成１３年度中間決算の概況

１．損益状況
　【単体】 （単位：百万円）

13年中間期 12年中間期
12年中間期比

6,719 △ 25 6,744
6,249 △ 458 6,707
6,652 △ 23 6,675
6,182 △ 457 6,639
6,112 △ 68 6,180
492 35 457
47 10 37

（う ち国 債等債 券損 益） 469 433 36
66 △ 2 68
66 △ 2 68
59 1 58
△ 0 0 △ 0
7 △ 2 9

（う ち国 債等債 券損 益） － － －
5,297 △ 117 5,414
2,805 △ 63 2,868
2,207 △ 42 2,249
284 △ 13 297
1,422 93 1,329
952 △ 340 1,292

△ 1,146 △ 1,544 398
2,568 1,638 930
469 433 36

△ 5,816 △ 5,450 △ 366
5,441 4,966 475
9 9 0
5,432 4,958 474
－ － －
－ － －
－ － －
－ － －
4,294 3,420 874
△ 409 △ 415 6
26 △ 342 368
257 △ 34 291
178 108 70
34 △ 68 102

△ 3,247 △ 3,811 564
△ 13 29 △ 42
△ 13 △ 10 △ 3
－ － －
13 10 3
－ － －
－ － －

△ 3,261 △ 3,783 522
685 400 285

△ 1,910 △ 1,838 △ 72
△ 2,036 △ 2,344 308

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

(1)

法人 税 、住 民 税及 び事 業税
法 人 税 等 調 整 額
中 間 利 益

動 産 不 動 産 処 分 損

税 引 前 中 間 利 益

うち退職給付会計導入変更時差異償却

うち年金基金への追加拠出

そ の 他 臨 時 損 益

株 式 等 売 却 益

うち動産不動産処分損益
動 産 不 動 産 処 分 益

株 式 等 売 却 損
株 式 等 償 却

貸 出 金 償 却
個別貸倒引 当金純繰入額

経 常 利 益
特 別 損 益

共同債権買 取機構売却損
延 滞 債 権 等 売 却 損
債権売却損失引当金繰入額
③特定海外債権引当勘定繰入
（貸倒償却引当費用①＋②＋③）

株 式 等 関 係 損 益

業務純益（一般貸倒引当金繰入前）

（除く国債等債券損益（５勘定尻））

臨 時 損 益
② 不 良 債 権 処 理 額

① 一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額
業 務 純 益
うち国債等債券損益(５勘定尻)

業 務 粗 利 益

国 内 業 務 粗 利 益

資 金 利 益
役 務 取 引 等 利 益

（除く国債等債券損益（５勘定尻））

（除く国債等債券損益（５勘定尻））

そ の 他 業 務 利 益

国 際 業 務 粗 利 益

資 金 利 益
役 務 取 引 等 利 益

（除く国債等債券損益（５勘定尻））

税 金

そ の 他 業 務 利 益

経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ）
人 件 費
物 件 費
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【連結】
＜連結損益計算書ベース＞ （単位：百万円）

13年中間期 12年中間期

12年中間期比
7,130 34 7,096
6,172 △ 58 6,230
730 36 694
227 56 171
5,468 △ 93 5,561
4,380 3,439 941
54 29 25
5,469 4,964 505
△ 1,144 △ 1,553 409
△ 409 △ 415 6
30 △ 71 101

△ 3,097 △ 3,799 702
△ 13 28 △ 41
△ 3,110 △ 3,771 661
761 395 366

△ 1,920 △ 1,838 △ 82
86 21 65

△ 2,037 △ 2,349 312
（注）１．金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　２．連結粗利益＝（資金運用収益－資金運用費用）＋（役務取引等収益－役務取引等費用）
＋（その他業務収益－その他業務費用）

（参考） （単位：百万円）

2,806 1,681 1,125
（注）連結業務純益＝単体業務純益＋子会社経常利益－内部取引（配当等）

（連結対象会社数） （単位：社）

5 0 5
0 0 0

連 結 粗 利 益

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

営 業 経 費

貸 出 金 償 却

資 金 利 益
役 務 取 引 等 利 益
そ の 他 業 務 利 益

貸 倒 償 却 引 当 費 用

特 別 損 益

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額
株 式 等 関 係 損 益
そ の 他
経 常 利 益

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益

少 数 株 主 利 益

連 結 業 務 純 益

連 結 子 会 社 数
持 分 法 適 用 会 社 数

(2)

法人 税 、住 民 税及 び事 業税
法 人 税 等 調 整 額

中 間 純 利 益
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２．業務純益　【単体】 （単位：百万円）

(1)業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 1,422 93 1,329
職員一人当り（千円） 2,082 223 1,859
(2)業務純益 2,568 1,638 930
職員一人当り（千円） 3,760 2,459 1,301
（注）職員一人当たり計数は、期中平均人員により算出しております。

３．利　鞘　【単体】
　①全　体 （％）

　資金運用利回　　　（Ａ） 2.42 △ 0.13 2.55
貸出金利回 　　　（Ｃ） 2.72 △ 0.04 2.76
有価証券利回 1.44 △ 0.23 1.67
　資金調達原価　　　（Ｂ） 2.16 △ 0.15 2.31
　預金債券等原価　　（Ｄ） 2.05 △ 0.09 2.14
預金等利回 0.14 △ 0.05 0.19
経費率 1.91 △ 0.04 1.95
　預貸金利鞘　　（Ｃ）－（Ｄ） 0.67 0.05 0.62
　総資金利鞘　　（Ａ）－（Ｂ） 0.26 0.02 0.24

　②国内部門 （％）

　資金運用利回　　　（Ａ） 2.32 △ 0.06 2.38
貸出金利回 2.72 △ 0.03 2.75
有価証券利回 1.34 △ 0.21 1.55
　資金調達原価　　　（Ｂ） 2.05 △ 0.09 2.14
預金等利回 0.13 △ 0.05 0.18
　総資金利鞘　　（Ａ）－（Ｂ） 0.27 0.03 0.24

　４．有価証券関係損益【単体】 （単位：百万円）

国債等債券損益(５勘定尻) 469 433 36
売　却　益 720 715 5
償　還　益 0 △ 32 32
売　却　損 2 1 1
償　還　損 88 88 －
償　　　却 160 160 －

株式等損益（３勘定尻） △ 409 △ 415 6
売　却　益 26 △ 342 368
売　却　損 257 △ 34 291
償　　　却 178 108 70

13年中間期 12年中間期

12年中間期比

13年中間期 12年中間期

13年中間期
12年中間期比

12年中間期

(3)

12年中間期比

12年中間期比

12年中間期13年中間期
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５．自己資本比率（国内基準）
　【単体】 （単位：百万円）

(1)自己資本比率 6.77 % △ 0.33 % △ 0.92 % 7.10 % 7.69 %

(2)基本的項目 16,151 △ 2,229 △ 4,507 18,380 20,658

(3)補完的項目 5,545 △ 115 △ 139 5,660 5,684

　(ｲ)うち自己資本に計上された 1,348 0 0 1,348 1,348
　　 再評価差額
　(ﾛ)うち劣後ローン・劣後社債残高 2,200 0 0 2,200 2,200

(4)控除項目 50 0 0 50 50

(5)自己資本(2)+(3)-(4) 21,647 △ 2,343 △ 4,645 23,990 26,292

(6)リスクアセット 319,525 △ 18,372 △ 22,220 337,897 341,745

　【連結】 （単位：百万円）

(1)自己資本比率 7.20 % △ 0.25 % △ 0.89 % 7.45 % 8.09 %

(2)基本的項目 17,935 △ 2,144 △ 4,508 20,079 22,443

(3)補完的項目 5,584 △ 118 △ 135 5,702 5,719

　(ｲ)うち自己資本に計上された 1,348 0 0 1,348 1,348
　　 再評価差額
　(ﾛ)うち劣後ローン・劣後社債残高 2,200 0 0 2,200 2,200

(4)控除項目 50 0 0 50 50

(5)自己資本(2)+(3)-(4) 23,470 △ 2,261 △ 4,643 25,731 28,113

(6)リスクアセット 325,850 △ 19,221 △ 21,471 345,071 347,321

６．ＲＯＥ【単体】 （％）

　業 務 純 益 ベ ー ス
（一般貸倒引当金繰入前）
　業 務 純 益 ベ ー ス 25.80 17.68 8.12
　中 間 利 益 ベ ー ス △ 20.45 △ 23.14 2.69

(4)

13年３月末 12年９月末

13年中間期
12年中間期比

12年中間期

13年９月末 13年３月末 12年９月末

13年９月末
［速報値］ 13年３月末比 12年９月末比

14.28 2.68 11.60

［速報値］ 13年３月末比 12年９月末比
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Ⅱ　貸出金等の状況

１．リスク管理債権の状況

　【単体】 （単位：百万円）

破 綻 先 債 権 額 9,533 2,965 3,999 6,568 5,534

延 滞 債 権 額 18,667 13,807 14,631 4,860 4,036

３カ月以上延滞債権額 519 42 △ 777 477 1,296

貸出条件緩和債権額 10,695 11 750 10,684 9,945

合 計 39,416 16,826 18,604 22,590 20,812

438,255 △ 18,686 △ 14,298 456,941 452,553

（％）

破 綻 先 債 権 額 2.17 0.74 0.95 1.43 1.22

延 滞 債 権 額 4.25 3.19 3.36 1.06 0.89

３カ月以上延滞債権額 0.11 0.01 △ 0.17 0.10 0.28

貸出条件緩和債権額 2.44 0.11 0.25 2.33 2.19

合 計 8.99 4.05 4.40 4.94 4.59

　【連結】 （単位：百万円）

破 綻 先 債 権 額 9,669 2,982 4,004 6,687 5,665

延 滞 債 権 額 18,959 13,857 14,660 5,102 4,299

３カ月以上延滞債権額 519 35 △ 784 484 1,303

貸出条件緩和債権額 10,700 △ 29 715 10,729 9,985

合 計 39,849 16,846 18,596 23,003 21,253

435,988 △ 19,174 △ 13,683 455,162 449,671

（％）

破 綻 先 債 権 額 2.21 0.75 0.96 1.46 1.25

延 滞 債 権 額 4.34 3.22 3.39 1.12 0.95

３カ月以上延滞債権額 0.11 0.01 △ 0.17 0.10 0.28

貸出条件緩和債権額 2.45 0.10 0.23 2.35 2.22

合 計 9.13 4.08 4.41 5.05 4.72

(5)

13年３月末 12年９月末

貸出 金残 高（ 末 残）

リ
ス
ク
管
理
債
権
額

13年９月末

13年３月末比 12年９月末比

13年９月末 13年３月末

貸出 金残 高（ 末 残）

貸
出
金
残
高
比

貸
出
金
残
高
比

12年９月末

13年３月末比 12年９月末比
リ
ス
ク
管
理
債
権
額
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２．貸倒引当金の状況

　【単体】 （単位：百万円）

15,800 4,156 7,573 11,644 8,227

一 般 貸 倒 引 当 金 2,677 △ 1,146 376 3,823 2,301

個 別 貸 倒 引 当 金 13,123 5,303 7,198 7,820 5,925

特定海外債権引当勘定 － － － － －

　【連結】 （単位：百万円）

16,073 4,182 7,615 11,891 8,458

一 般 貸 倒 引 当 金 2,689 △ 1,145 377 3,834 2,312

個 別 貸 倒 引 当 金 13,383 5,326 7,237 8,057 6,146

特定海外債権引当勘定 － － － － －

３．金融再生法開示債権

　【単体】 （単位：百万円）

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

危 険 債 権 15,633 9,733 13,018 5,900 2,615

要 管 理 債 権 11,215 2,673 1,135 8,542 10,080

小   　　計 39,637 15,402 18,511 24,235 21,126

正 常 債 権 417,779 △ 35,769 △ 34,476 453,548 452,255

合 計 457,417 △ 20,366 △ 15,964 477,783 473,381

４．金融再生法開示債権の保全状況（１３年９月末）

　【単体】 （単位：百万円）

保全額 保全率

担保保証等 貸倒引当金 （Ｂ）／（Ａ）

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

危 険 債 権 15,633 14,734 9,399 5,334 94.24 %

要 管 理 債 権 11,215 8,695 8,040 655 77.53 %

小   　　計 39,637 36,218 22,454 13,764 91.37 %

正 常 債 権 417,779

合 計 457,417

100.00 %12,788 12,788 5,014 7,774

（Ｂ）

9,793 8,431

貸出金等の残高

貸　倒　引　当　金

13年３月末 12年９月末13年９月末

13年３月末比 12年９月末比

貸　倒　引　当　金

13年９月末 13年３月末 12年９月末

13年３月末比 12年９月末比

13年９月末 13年３月末 12年９月末

(6)

13年３月末比 12年９月末比

12,788 2,995 4,357

（Ａ）



株式会社　東北銀行

５．業種別貸出状況等

　①業種別貸出金【単体】 （単位：百万円）

国　　内　　店　　分
（除く特別国際金融取引勘定分）

製 造 業 38,410 △ 1,173 △ 2,587 39,583 40,997

農 業 2,661 98 182 2,563 2,479

林 業 300 △ 39 △ 37 339 337

漁 業 1,540 △ 4 △ 51 1,544 1,591

鉱 業 1,320 △ 199 △ 199 1,519 1,519

建 設 業 65,269 △ 5,755 △ 3,366 71,024 68,635

電気・ガス・熱供給・水道業 2,935 △ 482 △ 94 3,417 3,029

運 輸 ・ 通 信 業 11,182 △ 113 △ 266 11,295 11,448

卸売・小売業、飲食店 71,930 △ 4,829 △ 5,558 76,759 77,488

金 融 ・ 保 険 業 7,227 86 △ 42 7,141 7,269

不 動 産 業 32,905 311 268 32,594 32,637

サ ー ビ ス 業 69,030 △ 3,457 △ 4,246 72,487 73,276

地 方 公 共 団 体 14,905 △ 1,826 △ 7 16,731 14,912

そ の 他 118,641 △ 1,304 1,705 119,945 116,936

　②消費者ローン残高【単体】 （単位：百万円）

79,171 1,834 5,312 77,337 73,859

うち住宅ローン残高 69,016 1,829 5,157 67,187 63,859
うちその他ローン残高 10,155 5 156 10,150 9,999

　③中小企業等貸出比率【単体】 （％）

93.13 0.16 △ 0.03 92.97 93.16

６．預金、貸出金の状況【単体】 （単位：百万円）

568,834 3,517 1,470 565,317 567,364

552,406 △ 2,811 △ 696 555,217 553,102

　貸 出 金　（末　残） 438,255 △ 18,686 △ 14,298 456,941 452,553
　　　　　　（平　残） 437,483 △ 7,531 △ 4,015 445,014 441,498

(7)

12年９月末

438,255 △ 18,686 △ 14,298 456,941 452,553

13年９月末

13年３月末比 12年９月末比

13年３月末

消 費 者 ロ ー ン 残 高

13年９月末 13年３月末

13年３月末比 12年９月末比

12年９月末

13年９月末 13年３月末 12年９月末

13年３月末比 12年９月末比
中小企業等貸出比率

13年９月末

　預　　金　（末　残）

　　　　　　（平　残）

13年３月末 12年９月末

13年３月末比 12年９月末比
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７．有価証券の評価損益

（１）有価証券の評価基準

売買目的有価証券 時価法（評価差額を損益処理）

満期保有目的有価証券 償却原価法

その他有価証券 時価法（評価差額を全部資本直入）

子会社株式及び関連会社株式 原価法

（２）評価損益 （単位：百万円）

【連結】 評価損益 評価損益 評価損益

前期比 評価益 評価損 評価益 評価損 評価益 評価損

満期保有目的 75 86 75 － 76 83 7 △ 11 69 81

その他有価証券 701 △ 236 1,288 586 1,431 2,070 639 937 1,685 748

株　式 △ 147 △ 125 66 213 △ 312 84 396 △ 22 458 480

債　券 1,063 26 1,175 111 1,951 1,960 8 1,037 1,190 153

その他 △ 214 △ 137 46 261 △ 207 26 234 △ 77 36 114

合　　計 777 △ 149 1,363 586 1,507 2,154 647 926 1,755 829

株　式 △ 147 △ 125 66 213 △ 312 84 396 △ 22 458 480

債　券 1,093 32 1,205 111 1,975 1,984 8 1,061 1,214 153

その他 △ 168 △ 55 92 261 △ 155 86 241 △ 113 82 195

（注）１．「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金、並びに「買入金銭債権」中のコマーシャル・ペーパーも含めております。

　　　２．「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、（中間）連結貸借対照表価額と取得価額との差額を

　　　　　計上しております。

　　　３．「その他有価証券」の評価については、（中間）期末日の時価に基づいております。

　　　４．平成13年９月末における「その他有価証券」に係る評価差額金は、４１４百万円であります。

（単位：百万円）

【単体】 評価損益 評価損益 評価損益

前期比 評価益 評価損 評価益 評価損 評価益 評価損

満期保有目的 75 86 75 － 76 83 7 △ 11 69 81

その他有価証券 702 △ 234 1,288 585 1,431 2,070 639 936 1,684 748

株　式 △ 146 △ 124 66 212 △ 312 84 396 △ 22 458 480

債　券 1,063 26 1,175 111 1,951 1,960 8 1,037 1,190 153

その他 △ 214 △ 137 46 261 △ 207 26 234 △ 77 36 114

合　　計 778 △ 147 1,363 585 1,507 2,154 646 925 1,754 829

株　式 △ 146 △ 124 66 212 △ 312 84 396 △ 22 458 480

債　券 1,093 32 1,205 111 1,975 1,984 8 1,061 1,214 153

その他 △ 168 △ 55 92 261 △ 155 86 241 △ 113 82 195

（注）１．「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金、並びに「買入金銭債権」中のコマーシャル・ペーパーも含めております。

　　　２．「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、（中間）貸借対照表価額と取得価額との差額を計上

　　　　　しております。

　　　３．「その他有価証券」の評価については、（中間）期末日の時価に基づいております。

　　　４．平成13年９月末における「その他有価証券」に係る評価差額金は、４１４百万円であります。

平成12年９月末

平成12年９月末

平成13年３月末

(8)

平成13年９月末 平成13年３月末

平成13年９月末
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８．退職給付関連

　退職給付費用等
【単体】 （単位：百万円）

平成13年９月期
期首退職給付引当金残高 （Ａ） 1,582
勤務費用 69
利息費用 45
期待運用収益（△） 15
過去勤務債務処理額 69
数理計算上の差異処理額 12
その他 9
退職給付費用　計 （Ｂ） 191
掛金等支払額 170
退職給付引当金取崩額　計 （Ｃ） 170
期末退職給付引当金残高 （Ａ＋Ｂ－Ｃ） 1,602

【連結】 （単位：百万円）

平成13年９月期
期首退職給付引当金残高 （Ａ） 1,608
勤務費用 69
利息費用 45
期待運用収益（△） 15
過去勤務債務処理額 69
数理計算上の差異処理額 12
その他 14
退職給付費用　計 （Ｂ） 196
掛金等支払額 178
退職給付引当金取崩額　計 （Ｃ） 178
期末退職給付引当金残高 （Ａ＋Ｂ－Ｃ） 1,627

(9)


